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＊ 従業者数は24万6895人 

＊ 産業別では、｢印刷・同関連業｣が４万1305人（構成比16.7％）で最も多い 

＊ 地域別では、大田区が１万8982人（構成比7.7％）で最も多い 

 

(1) 産業別の状況 

産業中分類別にみると、｢印刷・同関連業｣が４万1305人（構成比16.7％）で最も多く、次

いで｢食料品｣が３万124人（同12.2％）、｢電気機械｣が２万3863人（同9.7％）となっている。 

前回と比較すると、５産業が増加し、18産業が減少し、１産業が増減なし、となっている。 

前回と比較して増加した産業のうち増加数が最も多いのは、「電気機械」の440人（1.9％）、

次いで「輸送用機械」の90人（0.4％）、「生産用機械」の82人（0.5％）となっている。 

前回と比較して減少した産業のうち減少数が最も多いのは、｢印刷・同関連業｣の1464人（△3.4％）、

次いで「食料品」の779人（△2.5％）、「金属製品」の625人（△3.4％）となっている。 

（図11、図12、付表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 産業中分類別従業者数構成比（従業者４人以上） 

図12 産業中分類別従業者数対前回増減数（従業者４人以上） 

注）上位３産業に網掛けをしている。 
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図14 産業中分類、従業者規模別従業者数構成比（従業者４人以上） 
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(2) 従業者規模別の状況 

従業者規模別にみると、｢1000人以上｣が３万8128人（構成比15.4％）で最も多く、次いで

｢10～19人｣が３万4823人（同14.1％）、｢50～99人｣が３万504人（同12.4％）となっている。 

前回と比較すると、４区分が増加し、６区分が減少している。 

前回と比較して増加した区分のうち増加数が最も多いのは、「500～999人」の1775人（14.0

％）、次いで「300～499人」の1042人（8.3％）、｢100～199人｣の124人（0.5％）となっている。 

前回と比較して減少した区分のうち減少数が最も多いのは、「1000人以上」の2325人（△5.7％）、

次いで「４～９人」の1871人（△6.1％）、｢10～19人｣の1429人（△3.9％）となっている。 

                                  （図13、付表２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業中分類別に従業者規模別構成比をみると、｢４～29人｣の割合が最も高いのは「木材・

木製品」（構成比78.8％）で、次いで｢繊維工業｣（同74.1％）、｢プラスチック｣（同72.1％）と

なっている。 

「1000人以上」の割合が最も高いのは「輸送用機械」（同63.5％）で、次いで「情報通信機械」

（同46.4％）、「電気機械」（同33.0％）となっている。          （図14、付表14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13 従業者規模別従業者数（従業者４人以上） 
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(3) 地域別の状況 

地域別にみると、区部が13万4800人（構成比54.6％）、市部が10万3240人（同41.8％）、郡部が

8523人（同3.5％）、島部が332人（同0.1％）となっている。 

区市町村別にみると、区部では、大田区が１万8982人（同7.7％）で最も多く、次いで板橋区が

１万4581人（同5.9％）、足立区が１万2434人（同5.0％）となっている。 

市部では、八王子市が１万5523人（同6.3％）で最も多く、次いで府中市が１万2958人（同5.2％）、

日野市が１万2092人（同4.9％）となっている。              （図15、付表３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 従業者就業形態別の状況 

従業者就業形態別構成比をみると、｢正社員・正職員等｣が74.0％、｢パート・アルバイト

等｣が20.5％、｢出向・派遣受入者｣が5.4％、｢個人業主及び無給家族従業者｣が0.1％となっ

ている。 

産業中分類別に就業形態別の割合をみると、「正社員・正職員等」の割合が最も高いのは、

「鉄鋼業」の88.0％となっている。「正社員・正職員等」は、「食料品」（41.7％）を除く全

産業で従業者の６割以上となっている。 

「パート・アルバイト等」の割合が最も高いのは、「食料品」の52.8％、「個人業主及び無

給家族従業者」の割合が最も高いのは、「繊維工業」の1.0％、「出向・派遣受入者」の割合

が最も高いのは、「飲料・飼料等」の11.7％となっている。    （図16、表７、付表10） 

 

 

 

 

注）区部、市部の各上位５位を表記 

    都内上位３位の区市に網掛けをしている。 

図15 区市町村別従業者数構成比（従業者４人以上） 
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図16 産業中分類、従業者就業形態別構成比（従業者４人以上） 

表７ 産業中分類、従業者就業形態別構成比（従業者４人以上） 


